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UBSグローバル・アセット・マネジメント株式会社

教えて！ オーストラリア

問5

オーストラリアの総選挙は、為替や債券市場に

影響ありますか？
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答5
オーストラリアでは、上院・下院合同の総選挙が予定されています。実施日についてはまだ

正式決定していませんが、早ければ8月中に実施されます。

総選挙を控えた6月26日、与党である労働党で党首選が実施され、元首相のケビン・ラッド

氏が選出されました。ラッド氏は翌27日に新首相に就任しました。

ラッド首相の支持率は高く、労働党の支持率は上昇していますが、野党保守連合（自由党・

国民党）との間の支持率は拮抗しており、総選挙の行方は依然として不透明です。

政策については、炭素税の廃止などが争点となっていますが、これによる税収への影響は

大きくないとみられています。また、金融政策に関しては、独立性とインフレ・ターゲットの維

持、財政政策に関しては、過度な財政出動は行わないとしており、双方ともに大きな違いは

ありません。

以上のように、与野党の政策に大きな違いがないため、総選挙の結果が債券市場や為替

市場に与える影響は、限定的なものになると考えられています。

■オーストラリア連邦議会の勢力分布

上記は過去のデータであり、将来を示唆・保証するものではありません。

上院：全76議席 下院：全150議席

※与党75議席には、グリーンズ1議席と
無所属3議席を含む。

出所：オーストラリア連邦議会、オーストラリア選挙管理委員会、各種資料をもとに当社作成



本資料ご使用にあたってのご留意事項

投資信託のリスクおよび費用は投資信託ごとに異なりますので、ご投資される際には、事前に投資信託説明書（交

付目論見書）や契約締結前交付書面でご確認ください。

なお、以下に記載するリスクおよび費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率
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投資信託のリスクについて

投資信託は株式、債券、投資信託証券など値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替リスクもあります）に投
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基準価額の下落により損失を被り、元本を割り込むことがあります。また、投資信託は、預金ではなく、預金保険制
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投資信託のリスクは投資対象資産の種類、投資制限、取引市場、投資対象国等により異なります。

※詳しくは各投資信託の目論見書および契約締結前交付書面をご覧ください。

投資信託の費用について

投資信託のご購入時や保有期間中には以下の費用がかかります。

【直接ご負担いただく費用】

・購入時：購入時手数料 上限3.675％（税抜3.50％）

・換金時：信託財産留保額 上限0.7％

【保有期間中に間接的にご負担いただく費用】

・運用管理費用（信託報酬） 上限約2.45％（税込）（ファンドオブファンズの投資先ファンドの概算値を含む）

・その他の費用（監査報酬、有価証券売買委託手数料、信託事務の諸費用等）をご負担いただきます。

※これらの費用の額および計算方法等は、投資信託毎に異なります。詳しくは各投資信託の目論見書および契約

締結前交付書面等にてご確認ください。
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